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○令和４年第８回（１２月）定例議会提出予定案件の概要 

 

 

報告第７号 専決処分の報告について（損害賠償の額の決定及び和解について（南

知多町大字豊浜地内における交通事故）） 

       （令和４年１１月４日専決） 

 

 損害賠償の額の決定及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定に基

づき、専決処分したので同条第２項の規定により報告するものである。 

１ 相手方 

  愛知県知多建設事務所 

２ 事故の概要 

   令和４年４月１４日午後４時２０分頃、職員が南知多町大字豊浜地内の道路に

おいて、公用車を左折させる際に状況確認を怠り、相手方が管理するガードレー

ルに接触させ、当該ガードレールを損傷させたものである。 

３ 損害賠償の額及び和解の内容 

 (1) 損害賠償の額  金１７８，８２３円 

 (2) 和解の内容 

   町は、相手方が管理する道路において、交通事故に起因する損傷物の現状復旧

をするものとする。 

  

議案第５５号 人権擁護委員の推薦について 

 

１ 提案の理由 

人権擁護委員５人の委員の内、１人が令和５年３月 31 日をもって任期満了とな

るので、後任の候補者 1人を委員の候補者として法務大臣に推薦したいので、議会

の意見を求めるものである。 

 

 議案第５６号 財産の購入について（タブレット端末機器９０台） 

 

１ 提案の理由 

タブレット端末機器 90 台を購入するため、地方自治法第 96 条第１項第８号の規

定に基づき、議会の議決が必要であるからである。 

２ 財産の概要 

(1) 物品名  タブレット端末機器 90 台 

(2) 納入場所  南知多町役場総務課 

(3) 納入期限 令和５年２月 28 日まで 

(4) 契約金額  金２１，６８７，８２０円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金１，９７１，６２０円） 

 (5) 契約の相手方 名古屋市中区栄１－１２－１７ 

富士フィルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 

(6) 契約の方法  指名競争入札 

 

議案第５７号 南知多町太陽光発電設備の設置等に関する条例の制定について 
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１ 制定の理由 

太陽光発電設備の設置及び管理について、災害の防止、良好な景観及び生活環境

の保全を図り、町民の安全で安心な生活に寄与すること及び事業者と地域住民等が

良好な関係を保ち事業が行われるようにするため、条例を制定する必要があるから

である。 

２ 制定の主な内容 

 (1) 事前届出に関する規定 

   事業の調整を行う事業者は、規則の定めるところによりあらかじめ町長に届け 

出なければならない。                  （第９条関係） 

 (2) 地域住民等への周知及び説明会の開催等に関する規定 

   事業者は、事業の調整を行う前に地域住民等に対して規則で定める事項を周知

し、地域住民等から事業に係る説明会の開催の要請があったときは、これに応じ

なければならない。                   （第 10 条関係） 

 (3) 地域住民等の協定の締結に関する規定 

   地域住民等は、事業に対して災害防止等に関し必要な事項について、事業者

に協定の締結を求めることができる。           （第 11 条関係） 

 (4) 事業計画の届出に関する規定 

   事業計画の認定通知の写しを町長に提出した事業者は、事業の計画に定める事

業に係る工事に着手するまでの間に、再度住民等説明会の開催要請があった場合

は、住民等説明会を開催し地域住民等の理解を得るよう努めなければならない。 

                              （第 13 条関係） 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

令和５年２月１日 

 (2) 適用区分 

この条例の規定は、前項の規定による施行の日以後に、次に掲げる事業者が

行う事業のうち、第３条に規定する適用事業に適用する。 

ア 法第９条第１項の規定による事業計画の認定の申請をしようとする事業者 

イ 改正法附則第４条第２項の規定による事業計画の提出をしようとする事業

者 

ウ 前２号以外の事業者のうち許可等の申請等をしようとする事業者 

エ 前３号以外の事業者のうち事業（計画策定を除く。）に着手しようとする事

業者 

 (3) 経過措置 

ア この条例の施行の日までに、第３条に規定する適用事業に相当する事業に

係る事業の計画について、前項第１号の事業計画の認定の申請をしている事

業者又は前項第２号の事業計画の提出をしている事業者は、この条例の趣旨

にのっとり、地域住民等の理解を得られるよう、この条例に定める手続等を

例として、できる限りの対応をするよう配慮しなければならない。 

イ 前項の規定は、この条例の施行の日までに、附則第２項第１号の事業計画

の認定の申請又は同項第２号の事業計画の提出をしない場合において、許可

等の申請等をしている事業者又は許可等の申請等を要しない事業者のうち事

業（計画策定を除く。）に着手している事業者について準用する。 

ウ この条例の施行の日までに、附則第２項第２号の事業計画の提出をしてい

ない事業者であって、事業のうち施工に係る工事に着手している事業者は、
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第 12 条の規定による調整を経て、当該提出をするまでの間は、当該工事を中

止するよう配慮するものとする。 

エ この条例の施行の日までに、附則第２項第２号の事業計画の提出をしてい

ない事業者であって、事業のうち施工に係る工事に着手していない事業者は、

第 12 条の規定による調整を経て、当該事業計画の提出をするまでの間は、当

該工事に着手しないよう配慮するものとする。 

 

 

議案第５８号 南知多町漁業集落排水事業の設置等に関する条例の制定について 

 

１ 制定の理由 

  安定的な漁業集落排水事業の構築を目指し、地方公営企業法第２条第２項に規定

する財務規定等を適用するため、条例を制定する必要があるからである。 

２ 制定の内容 

(1) 漁業集落排水事業の設置に関する規定         （第１条関係） 

漁業集落排水事業の設置をするものである。 

(2) 地方公営企業法の財務規定等の適用に関する規定    （第２条関係） 

地方公営企業法第２条第２項に規定する財務規定等を適用するものである。 

(3) 経営の基本に関する規定               （第３条関係） 

経営の基本について定めるとともに、漁業集落排水事業の処理施設等について

定めるものである。 

(4) 重要な資産の取得及び処分に関する規定        （第４条関係） 

   地方公営企業法第 33 条第２項の規定により、取得及び処分について予算で定

めなければならないとされる重要な資産の種類及び金額について定めるもので

ある。 

(5) 議会の同意を要する賠償責任の免除に関する規定    （第５条関係） 

地方公営企業法第 34 条において準用する地方自治法第 243 条の２の２第８項

の規定による、議会の同意を要する賠償責任について定めるものである。 

(6) 議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等に関する規定（第６条関係） 

地方公営企業法第 40 条第２項の規定により、議会の議決を要する負担付きの

寄附又は贈与の受領金額等について定めるものである。 

(7) 業務状況説明書類の作成に関する規定         （第７条関係） 

地方公営企業法第 40 条の２第１項の規定による業務状況説明書類の作成につ

いて定めるものである。 

３ 施行期日等 

(1) 施行期日   令和５年４月１日 

(2) 南知多町漁業集落排水事業特別会計設置に関する条例の廃止 

   南知多町漁業集落排水事業特別会計設置に関する条例は、廃止する。 

(3) 南知多町日間賀漁港漁業集落排水事業基金条例の一部改正 

   漁業集落排水事業の設置に伴う基金の積立及び繰替運用に係る規定の改正 

 

 

 

議案第５９号 南知多町漁業集落排水施設の設置及び管理に関する条例の全部を 

改正する条例について 
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１ 改正の理由 

  南知多町漁業集落排水事業の設置等に関する条例が令和５年４月１日に施行さ

れることに伴い、南知多町漁業集落排水施設の設置及び管理に関する条例の全部を

改正する必要があるからである。 

２ 改正の主な内容 

(1) 条例名の変更 

条例名を「南知多町漁業集落排水施設の管理に関する条例」とする。 

 (2) 使用料の算定方法に関する規定             （第 10 条関係） 

漁業集落排水事業の円滑な運営を図るため、漁業集落排水施設使用料を定める

ものである。 

ア 基本使用料（１月につき） 

排水量 10 立方メートルまで 

1,200 円とする。 

イ 超過使用料（１月につき） 

排水量 10 立方メートルを超えるもの 

１立方メートルにつき 150 円とする。 

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 令和５年４月１日 

(2) 経過措置 

   この条例による改正後の南知多町漁業集落排水施設の管理に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に確定する使用料から適用する。ただし、施行日

前から継続して排水施設を使用している場合で、施行日以後初めて確定する使用

料については、この限りでない。 

 

議案第６０号 南知多町議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

の一部を改正する条例について 

議案第６１号 南知多町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の 

一部を改正する条例について 

 

   以上２議案の提案理由の説明 

 

１ 改正の理由 

人事院は、令和４年８月８日に民間給与との較差を埋めるため、平均 0.3％俸給

表の水準を引き上げるなどの給与勧告を行った。 

  これにより、本町においても、国家公務員の給与改定に併せ、議会議員及び特別

職の職員の期末手当支給割合の改定を実施するため、現行条例の一部を改正する必

要があるからである。 

２ 改正の主な内容 

(1) 南知多町議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を

改正する条例                   （第６条第２項関係）  

(2) 南知多町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改

正する条例                        （第４条関係）  

期末手当の支給割合について、令和４年 12 月期は 0.05 月分引き上げる。 

なお、令和５年６月期及び 12 月期の支給割合については、均等にする。 
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区 分 ６月期 12 月期 合 計 

令和４年度 期末手当 
1.625 月 

（支給済み） 

1.675 月 

（現行 1.625 月） 

3.30 月 

（現行 3.25 月） 

令和５年度 期末手当 1.650 月 1.650 月 3.30 月 

３ 施行期日等 

公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は令和５年４月１日から施行し、

第１条の規定は令和４年 12 月１日から適用する。 

 

議案第６２号 南知多町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の理由 

  人事院は、令和４年８月８日に民間給与との較差を埋めるため、平均 0.3％俸給

表の水準を引き上げるなどの給与勧告を行った。 

  これにより、本町においても、国家公務員の給与改定に併せ、一般職の職員の給

与改定を実施する。 

  また、地方公務員法の一部を改正する法律が令和５年４月１日から施行されるこ

とに伴い、定年引上げ後における60歳を超える職員の給与に関する特例等に関し、

必要な事項を定めるため、現行条例の一部を改正する必要があるからである。 

２ 改正の主な内容 

 (1) 給料表の改正              （別表第１及び別表第２関係） 

初任給と若年層に重点を置いて給料月額を平均 0.3％引き上げるため、別表第

１及び別表第２の給料表をそれぞれ改正する。 

 (2) 勤勉手当の支給割合の改正            （第 21 条第２項関係） 

再任用職員以外の職員の勤勉手当の支給割合について、令和４年 12 月期は 0.1

月分引き上げる。 

再任用職員の勤勉手当の支給割合について、令和４年 12 月期は 0.05 月分引き

上げる。 

なお、令和５年６月期及び 12 月期の支給割合については、均等にする。 

区 分 ６月期 12 月期 合 計 

令和４年度 勤勉手当 
0.95 月 

（支給済み） 

1.05 月 

（現行 0.95 月） 

2.0 月 

（現行 1.9月） 

令和５年度 勤勉手当 1.0 月 1.0 月 2.0 月 

 (3) 定年前再任用短時間勤務職員の給料月額に関する規定を整備（第７条関係）  

 (4) 60 歳を超える職員の給料月額の特例に関する規定を整備   （附則関係）  

 (5) 字句の整理                （第 15 条から別表第２関係） 

 

 

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 
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公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は令和５年４月１日から施行し、

第１条の規定は令和４年４月１日から適用する。 

(2) 経過措置の主な内容 

 ア 勤務延長に関する経過措置を整備       （改正附則第４条関係） 

 イ 暫定再任用職員に関する経過措置を整備    （改正附則第５条関係） 

 

議案第６３号 南知多町職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の理由 

  地方公務員法の一部を改正する法律が令和５年４月１日から施行されることに

伴い、定年制度、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制に関し、

必要な事項を定めるため、現行条例の一部を改正する必要があるからである。 

２ 改正の主な内容 

 (1) 職員の定年の年齢を 65 歳とする。            （第３条関係）  

 (2) 管理監督職勤務上限年齢制に係る規定を整備  （第６条から第 11 条関係）  

 (3) 定年前再任用短時間勤務制に係る規定を整備       （第 12 条関係）  

  (4) 定年に関する経過措置に係る規定を整備          （附則関係）  

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 

令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第９条の規定は、公布の日から

施行する。 

(2) 経過措置の主な内容 

 ア 勤務延長に関する経過措置を整備       （改正附則第２条関係） 

 イ 定年退職者等の再任用に関する経過措置を整備 （改正附則第３条関係） 

 ウ 定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置を整備 

                         （改正附則第８条関係） 

 

議案第６４号 南知多町職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例 

の制定について 

 

１ 制定（改正）の理由 

  地方公務員法の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が令和５年４月１

日から施行されることに伴い、職員の定年の引上げ等に関し、必要な事項を定める

ため、関係条例の一部を改正する必要があるからである。 

２ 改正の主な内容 

 (1) 改正法により、職員の定年が引上げされたことに伴い関連する条例の条文を整

備する。 

ア 南知多町職員の懲戒の手続及び効果に関する条例    （第３条関係）  

イ 南知多町職員の育児休業等に関する条例   （第２条及び第９条関係）  

ウ 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例      （第２条関係）  

 (2) 改正法により、「管理監督職勤務上限年齢制」が導入されたことに伴い関連す

る条例の条文を整備する。 

ア 南知多町職員の降給に関する条例   （第２条、第３条及び附則関係）  

(3) 改正法により、「定年前再任用短時間勤務制」が導入されたことに伴い関連す

る条例の条文を整備する。 
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ア 南知多町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

                       （第２条及び第 20 条関係）  

イ  南知多町職員の育児休業等に関する条例    

（第 16条、第 19条及び第20条関係）  

ウ  南知多町職員の勤務時間、休暇等に関する条例  

（第２条、第３条、第４条及び第 18 条関係）  

エ 南知多町職員の再任用に関する条例             （廃止）  

オ 南知多町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  （第３条関係）  

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 令和５年４月１日 

(2) 改正後の南知多町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例における経過

措置 

暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律附則第４条第１項若しく

は第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項から第

４項までの規定により採用された職員をいう。以下同じ。）については、南知多町

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条、第６条、第６条の２、第７

条の２及び第 15 条から第 17 条までの規定は、適用しない。 

 (3) 改正後の南知多町職員の育児休業等に関する条例における経過措置 

地方公務員の育児休業等に関する法律第10条に規定する育児短時間勤務（同

法第 17 条の規定による短時間勤務を含む。）を行う職員に対する南知多町職員

の給与に関する条例附則第 15 項の規定の適用については、同項中「）とする」

とあるのは、「）に、勤務時間条例第２条第２項の規定により定められた当該職

員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする」とする。 

(4) 改正後の南知多町職員の勤務時間、休暇等に関する条例における経過措置 

暫定再任用職員で地方公務員法第 22 条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるものは、第４条の規定による改正後の南知多町職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（以下この項において「新条例」という。）第２条第３項に規定する

定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例の規定を適用する。 

(5) 改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例における経過措置） 

ア 改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第２項第１号

の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

イ 南知多町職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例附則第２条第１

項の規定による期限の延長をすることとされている職員は、改正後の南知多町

職員の定年等に関する条例第４条第２項の規定により期限を延長することと

されている職員とみなして、改正後の公益的法人等への職員の派遣等に関する

条例の規定を適用する。 

 

 

 

 

議案第６５号 令和４年度南知多町一般会計補正予算（第８号） 

補正額 １２，３１３千円  補正後 ８，０６１，１９６千円 
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◎債務負担行為（追加） 

課 事項 期間 限度額 

産業振興課 
師崎港観光センター周辺整備運

営事業 

令和５年度から 

令和２７年度まで 

2,989,000 千円に、金利

変動、物価変動、制度の

変更等に伴う増減を加

算又は減算した額 

学校教育課 

南知多中学校通学用バス借上げ 

及び運行業務委託事業 
令和５年度 31,423 千円 

南知多中学校通学用バス運転業

務委託事業 
令和５年度 6,600 千円 

  

１ 職員人件費 

 ○歳出 

 ①人件費                     △２４，１２９千円 

・給料（人事異動等に伴う減）            △１２，６２６千円 

・職員手当等（人事異動等に伴う減）          △３，６８３千円 

・共済費（人事異動等に伴う減）            △３，４７６千円 

  ・会計年度任用職員（共済費の減）           △４，３４４千円 

 

２ 総務課 

 〇歳出 

①総務費                        ５，５９１千円 

  ・庁舎等維持管理費 修繕料の増               ７５２千円 

  ・庁舎等整備事業費 工事請負費（保健センター改修工事）の増 

４，０５１千円 

  ・電算一般管理費 委託料（保健センター無線 LAN 環境構築業務） 

の増                           ７８８千円 

 

３ まちづくり推進室 

〇歳入 

 ①寄附金 企業版ふるさと納税                ５００千円 

〇歳出 

 ①総務費                         

  ・まちづくり推進事業費 報償費（まちづくり講師等報酬）の増 

５００千円 

４ 企画財政課 

○歳入 

①繰入金 財政調整基金繰入金の減（歳入の財源調整） △２６，４９８千円 

②町債                        ２１，０００千円 

 ・観光資源保全事業債の増                 ３，５００千円 

 ・内海中学校整備事業債の増                １，５００千円 

 ・篠島中学校消火栓配管改修事業債               ９００千円 

 ・道路橋りょう施設災害復旧債（単独）          １４，７００千円 

 ・河川施設災害復旧債（単独）                 ４００千円 
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５ 建設課 

〇歳入 

 ①諸収入 雑入（知多建設協議会補助金）           １５０千円 

〇歳出 

 ①土木費 

・土木一般管理費 委託料（県道奥田内福寺南知多線開通式支援業務） 

 ２００千円 

 ②災害復旧費 公共土木施設災害復旧費          ３，０５１千円 

・道路橋りょう施設災害復旧費の財源更正（地方債の増、一般財源の減） 

 ・道路橋りょう施設災害復旧費 工事請負費の増       ３，０５１千円 

 ・河川施設災害復旧費の財源更正（地方債の増、一般財源の減） 

 

６ 産業振興課 

〇歳入 

 ①諸収入 雑入 青年就農給付金（経営開始型）等返還金の増  ４４９千円 

〇歳出 

 ①農林水産業費  

  ・農業振興対策事業費 償還金、利子及び割引料（国県支出金 

等返還金）の増                     ４４９千円 

 ②商工費                       １０，６６１千円 

  ・観光資源保全事業費 工事請負費（富士ヶ峰神社避難所トイ 

レ整備工事）の増                   １，７２７千円 

  ・観光施設整備事業費 工事請負費（内海観光センター解体工 

事）の増                      ８，９３４千円 

 

７ 住民福祉課 

○歳入 

①国庫支出金                     １０，５９０千円 

・障害者総合支援給付費の増               １０，０８７千円 

・障害児施設措置費（給付費等）の増              ５０３千円 

②県支出金                       ５，２９４千円 

 ・障害者総合支援給付費の増               ５，０４３千円 

 ・障害児施設措置費（給付費等）の増             ２５１千円 

○歳出 

 ①民生費  

・総合支援事業費 扶助費（介護給付費（訓練等給付含む） 

障害児通所給付費等）の増             ２１，１８１千円 

８ 環境課 

○歳出 

 ①衛生費 知多南部衛生組合分担金                           

・負担金、補助及び交付金 知多南部衛生組合分担金の減  

△２８，８６４千円 

９ 保険年金室 

〇歳出 
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 ①民生費  

・子ども医療費 扶助費（子ども医療給付費）の増     ５，６５１千円 

 

１０ 健康子育て室 

○歳入 

①県支出金 保育所等給食費軽減対策支援金          １２８千円 

 ○歳出 

 ①民生費                        ８，９４８千円 

・児童福祉一般管理費 償還金、利子及び割引料（国県支出 

金等返還金の増                    ５，６７９千円 

  ・保育所一般管理費  

委託料（旧師崎保育所用地分筆登記業務） 負担金、補助 

及び交付金（民間保育所運営費補助金）の増       ３，２６９千円 

 

１１ 学校教育課  

〇歳入 

 ①国庫支出金 学校保健特別対策事業費の増         ７００千円 

○歳出                            

①教育費                       ９，２４８千円 

・事務局一般管理費 旅費（普通旅費）の増          １３７千円 

・教育振興一般管理費（需用費 使用料及び賃借料 負担金 

補助及び交付金）の増                 １，６８９千円 

・中学校一般管理費 工事請負費（篠島中学校消火栓配管改修 

工事）の増                     １，２６５千円 

・中学校再編事業費（報償費 委託料 工事請負費 負担金、補助 

及び交付金）の増                   ６，１５７千円 

１２ 議会事務局 

〇歳出 

 ①議会費 議員給与費 議員期末手当の減         △１７４千円 

 

 

議案第６６号 令和４年度南知多町師崎港駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

（産業振興課）補正額 １，０７８千円  補正後 ９５，４９４千円 

 

〇歳入 

 ①繰越金 繰越金の増                  １，０７８千円 

○歳出 

①償還金、利子及び割引料 消費税及び地方消費税の増   １，０７８千円 

 

 

 

 

 

議案第６７号 令和４年度南知多町水道事業会計補正予算（第３号） 

（水道課）補正額 ２３８千円  補正後 ９６６，１７８千円 
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○収益的支出 

 ①営業費用                       △１，０２５千円 

・配水及び給水費の増（人件費）                 ４５６千円 

・総係費の減（人件費）                  △１、４８１千円 

 ②営業外費用 消費税及び地方消費税の減           △２９０千円 

○資本的支出 

 ①建設改良費 配水設備新設改良費の増（人件費）      １，５５３千円 


